












年金の 2009 年財政検証と民主党の年金マニフェストをめぐって 
 











1  問題の設定 
厚生労働省は 2009 年 2 月に厚生年金 ・ 国民年金の財政検証結果を公表した。 さらに 2009




2  2009 年財政検証について 
 
2.1  持続的賃金デフレ下におけるモデル年金水準の上昇 
  今回の財政検証結果を 2004 年の財政再計算結果と比較すると、 長期的な年金財政の安定
やモデル年金水準の 50％保障などに関するかぎり主要内容は基本的に変わっていない。 
 た だ 、 2004 年の財政再計算では予想していなったことが１つだけ生じている。それは、
この 5 年間でモデル年金の水準が上昇してしまったことである。 すなわち 2004 年の財政再
計算によると、モデル年金の水準は 2004 年の 59.3％から 2009 年には 57.5％へ少しずつ低
下するはずであった。ところが現実は 2009 年段階で 62.3％へ上昇している（図１）。 
＝図１  入る＝ 


















  2004 年改革における基本線は、 保険料を 2017 年まで毎年小刻みに引き上げる一方、 2009




準は 2004 年シナリオとは正反対の方向に動く。 年金財政を長期的に安定させるための切り
札であるマクロ経済スライドは一体いつになったら発動されるのだろう（注３、注４）。








   
2.2  年金給付水準の示し方 
  2009 年の財政検証結果が公表された直後からマスメディアは、 ①モデル年金 50％保障は
年金受給開始時の 65 歳時点にかぎられ、66 歳以降は将来 50％割れとなること、②専業主
婦世帯以外の夫婦共働き組や単身者の場合、給付水準は 65 歳時点から 50％割れになるこ
と（図２参照）、③モデル年金水準の分母・分子を双方とも税・社会保険料控除後の可処
分所得ベースに置きかえると、将来、65 歳時点でも 50％割れとなること、④国民年金の納
付率を 80％から直近の 65％に変更すると、モデル年金水準は 50％割れになること、⑤20
歳から60歳まで第3号被保険者のままでいるという人の出現確率は最近の若い女性の場合、
1％前後にすぎず、 もはや専業主婦モデルが典型的な事例とはならないこと、 などを指摘し、
年金水準の示し方に疑問を呈した。 このうち、 上記の①②③は 2004 年段階ですでに指摘さ3 
 
れていたものである（高山（2004）参照）。 
＝図２  入る＝ 
  女性の人生設計や就業形態は今日きわめて多様化しており、どのパターンが典型的であ
るかについては決めかねるような状況になっている。あえて言えば、第 2 号被保険者のま
ま、あるいは第 1 号被保険者のまま、という人が少なくないようである。あるいは第 2 号







2.3  経済前提に対する考え方 
  2004 年の財政再計算と 2009 年の財政検証をくらべると、長期にわたる経済前提がわず
かとはいえ変更になった。賃金上昇率は 2.1％から 2.5％に変わり、運用利回りも 3.2％か
ら 4.1％へ引き上げられた。なお物価上昇率は 1.0％のままであり、変わらなかった（いず
れも年率の名目値）。 





  経済前提を微調整した結果、給付水準 50％保障というベースラインは維持され、さらに
年金財政を長期的に安定させるという点でも問題が起こらないことになった （注５） 。 「抜
本的年金改革は当面、不要である」という含意が得られたのである。 





  日本では 5 年間という短い期間の中で、長期的な経済前提が少し楽観的に変わった。な
ぜ 5 年前の経済前提を踏襲しなかったのか、あるいは今回微調整した長期的な経済前提は





2.4  年々の収支とバランスシート 
  次に年々の収支を調べてみよう。ここでは厚生年金のみに着目し、2004 年の財政再計算
結果（表１）と 2009 年の財政検証結果（表 2）を比較することにする。 
＝表１、表２  入る＝ 
  厚生年金における年々の収支は 2002 年度以降、 実質的に赤字に転落し、 その後も実質的
に赤字基調となっている。2004 年の財政再計算では 2010 年度から黒字に転換すると見込
んでいた。 しかし、 この間の現実は厳しく、 2009 年財政検証では赤字基調がさらにつづき、
黒字転換は 2014 年度にずれこむという見通しに変わった。 保険料を毎年小刻みに引き上げ
てきたのにもかかわらず、保険料収入はこの間、予想通りには伸びなかった。   
2009 年財政検証（基本ケース）では厚生年金の保険料収入が 2009 年度の 23.8 兆円から
2014 年度には 30.3 兆円に増大すると推計している。 年平均 1 兆 4000 億円の保険料収入増
（負担増）に相当しており、「過去 5 年間の実績とくらべると、大甘の見積もりではない





わせた給与所得者の約 3 分の 1 がすでに非正規という雇用形態で就労しているのである。
非正規就労者の賃金は総じて上がりにくい。したがって、民間給与所得者全体の賃金を年
平均で 2.5％ずつ上昇させていくことは、 ここ当分の間に関するかぎり容易でないだろう。 
  厚生年金等における被保険者数の将来見通しは表３および表４のとおりである。5 年前





＝表３、表４  入る＝ 




420 兆円であったが、2009 年財政検証では 500 兆円に増大した。 
＝図３、図４  入る＝ 
 
3  民主党の年金マニフェストをめぐって 
   5 
 





3.1  緊急の質問事項 
  ①保険料小刻み引き上げへの賛否 
  現行法では厚生年金の保険料（労使込み）を毎年 9 月分から 0.354％ずつ引き上げ、2017
年 9 月以降 18.3％に固定することになっている。ちなみに 2009 年 9 月から保険料率は 15. 
704％へ引き上げられる。民主党は 2004 年段階で年金改革法案に反対した。また今回の年
金マニフェストによると、厚生年金からの切りかえを予定している所得比例年金の保険料





  ②国庫負担引き上げへの賛否 
  2009 年 6 月、衆議院における再可決により基礎年金の国庫負担割合は同年 4 月分から 2
分の 1 へ引き上げられた。引き上げに要する財源は当初の 2 年間にかぎり、いわゆる埋蔵
金で賄われることになっている。民主党は、このような国庫負担割合の引き上げに反対し
た。 2009 年 9 月から政権を担うことになった民主党は国庫負担割合を旧来の 3 分の 1 強に
戻すのか、 それとも 2 分の 1 への引き上げを容認するのか、 現段階では判然としていない。 
 
  ③日本年金機構設置への賛否 




  ④スライド規定変更への賛否 


















3.2  年金改革案についての個別質問 
  民主党の年金改革案は、 「透明で分かりやす」く、さらに 「面倒な手続きが不要となる」
ような新しい制度への抜本的切りかえを主要目的としている。以下、個別の具体的内容に
ついて質問事項を列挙する。 
   
①年金改革円卓会議（仮称）設置への賛否 






がいくつかある。たとえば、a)  厚生年金の民営化はしないこと、b)  公的年金の基本部分
は賦課方式（みなし掛金建てを含む）で運営すること、c)  所得（ないし賃金）比例部分は
社会保険方式を採用し、 財源を保険料とすること、 d)  税金を財源とする年金給付を新設し、






  それらの事項について合意を形成するためには、 たとえば超党派の年金改革円卓会議 （仮
称）を設置して、各党独自の主張を展開しつつも、互いに譲るべきところは譲るという政
治的妥協が必要となる。 









































  ⑤新体系への移行期間を何年とするか 
  民主党案は現行の年金制度を抜本的に改革しようとしている。同時に既得権は可能なか
ぎり尊重する姿勢のようにみえる。既得権を最大限に尊重しようとすると、移行には 40
年かかるという意見が強い。満額年金の拠出要件が 40 年となっているからである。 
  ただ、既述したように基礎年金の一部は国の予算総則により消費税で賄われている。消
費税は 1989 年に創設されたので、国民のすべてが過去 20 年間、基礎年金財源の一部とし
て消費税を負担してきた。これは無年金者や低額年金の受給者にとっても変わりがない。






みかえることもできる。この場合、最低保障年金への移行期間は 20 年（6 年後実施の場合
は 14 年）に短縮することができるはずである（図６）。 
＝図６  入る＝ 
  最低保障年金は国内居住期間が受給要件となる。 ただし基礎年金の導入にあたって当初、
保険料納付可能期間（本来は 40 年）に着目した特例を設けたように、最低保障年金の導入
にあたって同様の特例を設けても政策判断としては差し障りがないだろう。 すなわち 2009
年度実施の場合、過去 20 年の消費税負担で基礎年金の 3 分の 1（月額 2 万 2000 円強）に
相当する最低保障年金を無年金者でも受給することができるようにするのである（拠出期
間が本来の2分の1であるからといって給付も半額の1万1000円強にとどめる必要性は必





＝図７  入る＝ 






















1.    本稿は文部科学省科学研究費補助金・特別推進研究「世代間問題の経済分析」(課題
番号 18002001,  研究代表者：高山憲之)  における研究成果の一部である。 
2.   現役男性の名目賃金変動率は 2002 年度がマイナス0.7％、 2003 年度がマイナス0.6％、
2004 年度がマイナス 0.2％、2005 年度がマイナス 0.2％、2006 年度がマイナス 0.3％、2007
年度がマイナス 0.3％であった。 
3.   ただし 2000～2002 年度の 3 年間における特例措置 （3 年間で物価は 1.7％低下したが、
特例として年金の減額改定は行われなかった）の解消がまず行われることになっている。 
4.  2004 年改革では給付水準を 15％ほど引き下げることになっていたが、 2009 年段階で
は意図せざる形で給付水準が 62.3％に上昇したため、将来に向けた給付水準の引き下げ幅
は約 20％に拡大している。 
5.   ただし 100 年以上先の将来においては積立金が枯渇してしまう。 100 年以上先まで考
慮すると、年金財政の長期的安定は依然として確保されていない。 
6.   受給要件を保険料拠出 25 年から 10 年に短縮し、それを過去に遡って実施する場合、
図７において保険料拠出 10 年の人が受給する新基礎年金月額は 2 万 2000 円プラス 1 万
1000 円で合計 3 万 3000 円となる。新体系において基礎年金のうち国庫負担で賄われる部
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図１ 専業主婦世帯の所得代替率



















































































































専業主婦世帯 共働き世帯 男子単身 女子単身
2009年 2050年
（％）
図２ 世帯類型別の所得代替率( (2010 2010年 年3 3月末時点） 月末時点）
図３ 図３ 厚生 厚生年金のバランスシート 年金のバランスシート: :
1,500 
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( (過去拠出対応部分 過去拠出対応部分) ) ( (将来拠出対応部分 将来拠出対応部分) )
資産 負債 資産 負債
140
資産 負債 ( (過去拠出対応部分 過去拠出対応部分) ) ( (将来拠出対応部分 将来拠出対応部分) )
（注）賃金上昇率2.5％、物価上昇率1.0％、割引率4.1％、保険料18.3%まで引き上げ
（出所） 厚生労働省『平成21年財政検証：基本ケース』より高山が作成した( (2010 2010年 年3 3月末時点） 月末時点）
図 図4 4 国民 国民年金の 年金のバランスシート バランスシート
200 


































( (過去拠出対応部分 過去拠出対応部分) ) ( (将来拠出対応部分 将来拠出対応部分) )
資産 負債 資産 負債













































































































































％兆 円 兆 円 兆 円兆 円 兆 円 兆 円 兆 円
2009 15.704 36.1 24.5 36.5 12.6 -0.4 149.2 4.3 ―
2010 16.058 37.6 25.5 37.5 13.0 0.0 145.3 4.2 160.6
2011 16.412 38.7 26.5 38.4 13.3 0.3 143.1 4.1 ―
2012 16.766 39.9 27.5 39.4 13.7 0.5 140.8 4.0 ―
2013 17.120 41.2 28.6 40.1 14.3 1.1 139.1 3.9 ―
2014 17.474 42.6 29.7 40.6 14.8 2.0 137.9 3.9 ―
2015 17.828 44.0 30.8 41.4 15.1 2.6 137.3 3.9 174.4
2020 18.300 49.2 34.8 43.3 16.5 5.9 141.8 4.2 190.0
2025 18.300 53.7 37.7 45.5 17.7 8.2 153.1 4.7 205.8
2030 18.300 58.2 40.0 49.5 19.4 8.7 164.9 5.2 218.7
2040 18.300 66.2 43.1 62.9 25.4 3.3 165.8 5.2 235.6
2050 18.300 73.5 47.2 74.8 31.4 -1.3 136.7 4.5 258.0
2060 18.300 80.6 52.8 82.9 35.5 -2.4 104.2 3.8 288.7
2070 18.300 87.0 58.4 90.8 39.3 -3.7 76.6 3.2 319.1
2080 18.300 94.2 65.0 99.6 43.4 -5.4 52.1 2.4 355.1
2090 18.300 103.6 73.9 109.8 48.0 -6.2 31.7 1.7 403.6
2100 18.300 115.1 84.8 121.5 53.3 -6.4 16.6 1.0 463.2











































％兆 円兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円 兆円
2009 15.704 34.9 23.8 7.2 35.8 13.1 -0.9 144.4 144.4 4.1 153.4
2010 16.058 35.0 24.7 7.4 36.7 13.5 -1.7 142.6 141.1 3.9 155.6
2011 16.412 36.7 26.2 7.5 37.8 13.9 -1.1 141.6 141.7 3.8 161.5
2012 16.766 38.5 27.6 7.8 39.2 14.4 -0.7 140.9 141.3 3.6 166.3
2013 17.120 40.4 28.9 8.1 40.4 15.0 -0.1 140.8 138.3 3.5 170.7
2014 17.474 42.5 30.3 8.4 41.3 15.7 1.2 142.0 135.4 3.4 175.1
2015 17.828 44.8 31.7 8.7 42.6 16.3 2.1 144.2 132.5 3.3 179.9
2020 18.300 53.3 36.9 9.4 45.7 18.1 7.6 172.5 140.6 3.6 201.4
2025 18.300 59.5 40.8 9.9 48.6 19.2 10.9 219.9 158.5 4.3 223.1
2030 18.300 66.1 44.5 10.4 52.3 20.5 13.8 284.2 181.0 5.2 243.0
2040 18.300 78.5 49.1 12.8 67.3 25.5 11.2 417.1 207.5 6.0 268.5
2050 18.300 90.4 54.1 16.0 82.9 31.9 7.5 507.7 197.3 6.0 295.7
2060 18.300 101.2 59.8 18.8 97.6 37.6 3.6 562.5 170.8 5.7 327.0
2070 18.300 109.6 65.2 21.7 112.8 43.4 -3.3 561.3 133.1 5.0 356.4
2080 18.300 116.7 72.4 23.9 124.2 47.8 -7.5 502.5 93.1 4.1 395.6
2090 18.300 123.9 81.2 26.1 135.6 52.3 -11.7 406.4 58.8 3.1 443.6









平成 （西暦） 百万人 百万人 百万人 百万人 百万人 百万人 百万人 百万人 　　　　　　　　％
21 (2009) 68.0 20.6 36.5 31.9 4.7 10.8 9.4 1.4 -0.5
22 (2010) 67.3 20.2 36.3 31.7 4.6 10.7 9.3 1.4 -0.8
23 (2011) 66.7 19.9 36.1 31.5 4.6 10.7 9.3 1.4 -1.0
24 (2012) 66.2 19.6 35.9 31.3 4.6 10.6 9.3 1.4 -1.0
25 (2013) 65.7 19.4 35.7 31.2 4.6 10.6 9.2 1.3 -0.9
26 (2014) 65.3 19.2 35.5 31.0 4.5 10.5 9.2 1.3 -0.8
27 (2015) 64.9 19.0 35.4 30.9 4.5 10.5 9.2 1.3 -0.8
32 (2020) 63.3 18.6 34.6 30.2 4.4 10.2 8.9 1.3 -0.5
37 (2025) 61.8 18.2 33.9 29.6 4.3 9.7 8.5 1.2 -0.5
42 (2030) 59.3 17.6 32.6 28.4 4.2 9.1 7.9 1.2 -0.8
52 (2040) 52.0 15.3 28.8 25.1 3.7 7.9 6.8 1.1 -1.3
62 (2050) 46.2 13.6 25.5 22.3 3.3 7.1 6.1 0.9 -1.1
72 (2060) 41.9 12.4 23.1 20.2 2.9 6.4 5.6 0.8 -1.0
82 (2070) 37.7 11.1 20.9 18.2 2.7 5.7 5.0 0.8 -1.1
92 (2080) 34.3 10.2 18.9 16.5 2.4 5.2 4.5 0.7 -0.9
102 (2090) 31.7 9.5 17.5 15.2 2.2 4.8 4.2 0.6 -0.7












被保険者計 厚生年金 共済組合 合計 厚生年金 共済組合被用者年金被保険者 第３号被保険者
平成 （西暦） 百万人 百万人 百万人 百万人 百万人 百万人 百万人 百万人 　　　　　　　　％
21 (2009) 68.9 19.8 38.9 34.4 4.4 10.3 9.0 1.3
22 (2010) 68.2 19.1 38.9 34.5 4.4 10.1 8.9 1.3 -0.3
23 (2011) 67.5 18.4 39.1 34.8 4.3 10.0 8.8 1.2 -0.7
24 (2012) 66.9 17.9 39.1 34.8 4.3 9.9 8.7 1.2 -1.0
25 (2013) 66.3 17.6 39.0 34.7 4.2 9.8 8.6 1.1 -1.1
26 (2014) 65.8 17.4 38.8 34.6 4.2 9.6 8.5 1.1 -1.0
27 (2015) 65.4 17.2 38.7 34.6 4.1 9.5 8.4 1.1 -0.9
32 (2020) 63.5 16.7 37.8 34.0 3.9 8.9 8.0 0.9 -0.6
37 (2025) 61.5 16.3 36.9 33.2 3.7 8.3 7.5 0.9 -0.6
42 (2030) 58.6 15.4 35.5 32.1 3.5 7.7 6.9 0.8 -0.9
52 (2040) 49.7 12.6 30.6 27.6 2.9 6.5 5.8 0.7 -1.7
62 (2050) 42.8 10.9 26.2 23.7 2.5 5.6 5.0 0.6 -1.5
72 (2060) 37.1 9.5 22.8 20.6 2.2 4.8 4.3 0.5 -1.5
82 (2070) 31.5 8.0 19.4 17.5 1.8 4.1 3.7 0.4 -1.6
92 (2080) 27.4 7.0 16.8 15.2 1.6 3.6 3.2 0.4 -1.3
102 (2090) 24.0 6.2 14.7 13.3 1.4 3.1 2.8 0.3 -1.3














被保険者 合計 厚生年金 共済組合 合計